
技術提案資料の提出について

１ 工事名等 

（１）工 事 名   令和７年度光漁港海岸保全施設整備工事 

（２）工事場所   光市浅江六丁目地先 

２ 総合評価に関する項目 

総合評価競争入札に係る評価対象とする項目は次表を対象とする。

（１）企業の技術力 

ア 企業の技術的能力 

項   目 留 意 事 項 様式 

過去８年間の同種工

事の施工実績（注1）

a.評価対象を、「平成２９年４月１日から公告日までに完成し、引渡

しが完了した工事の実績」としているので、定められた同種工事の

実績（注1による。規模が定められている場合は規模を含む）につ

いて記載すること。 

b.同種工事に係る建設工事発注証明書を添付すること。添付できない

場合は、請負契約書の写し及び当該工事の受注形態、工事概要が確

認できる資料を添付すること。ただし、「ＣＯＲＩＮＳ」に登録し、

その内容が確実に判断できる場合は、竣工登録工事カルテの受領書

及び工事カルテの写しを提出することで替えることができる。 

c.工事は、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平

成１２年法律第１２７号）第２条第２項に規定する建設工事及び法

人税法（昭和４０年法律第３４号）別表第１に掲げる公共法人が発

注する建設工事の実績を記載すること。 

d.当該評価項目について実績を有しない場合は、本書の提出を要しな

い。 

e.共同企業体により施工した工事については出資比率２０％以上の

場合にのみ施工実績として認めるので協定書の写しを添付するこ

と。 

f.共同企業体の場合は、全体の請負金額を記入すること。 

G.受注形態は、単体又は○○・□□ＪＶ（出資比率○○％）と記載す

ること。 

h.工事概要は、評価基準に該当する工事であることが確認できるよう

に記載すること。 

６ 

過去２年間の光市発

注工事における工事

成績評定点の平均点 

a.各企業の令和5年度、令和６年度の過去２年間に竣工し検査を受け

た光市発注工事の、工事成績評定点の平均点（請負金額が２５０万

円未満の工事を除く。）により評価する。 

b.平均点は市の保有する工事成績評定点に係る資料により算定した

もので評価するので、資料提出の必要はない。使用する平均点は当

該発注工事の種別とする。 

c.対象とする期間に工事成績評定点を有しない企業については、６５

点未満の取扱とする。 

提出不要 

公告日前の２年間の

建設事故の有無 

a.建設事故については、公告日前の２年間に死亡事故で労働基準監督

署から処分（事件送致、是正勧告等）があったものを対象とし評価

するので、該当する事故の有無について記入すること。 

有無の記

載のみ 

ISO9001 の認証取得

状況 

a.当該工事に係る分野の認証を受けており、認証取得を示す登録証の

写しの提出により評価する。なお、登録証に建設工事の種類が明示

されていない場合は、取得時に作成された品質マニュアルの適用範

囲のページの写しを添付すること。また外国語表記の場合は日本語

訳を添付すること。 

有無の記

載・関係

書類 

ISO14001 の認証取得

状況又は環境活動評

価プログラム（エコ

アクション２１）の

認証取得状況 

a.認証取得を示す登録証の写しの提出により評価する。 有無の記

載・関係

書類 



イ 配置技術者の技術的能力について 

項   目 留 意 事 項 様式 

主任（監理）技術者の

保有する資格 

a.主任（監理）技術者として配置する技術者の保有資格について評価

する。 

b.配置技術者の保有資格について１級土木施工管理技士、技術士又は

これと同等以上の資格を有する者の場合に評価するので、保有する

資格を記入し、当該資格証明書等の写しを添付すること。 

c.監理技術者にあっては、監理技術者資格者証（裏面を含む）の写し

を添付すること。（平成１６年３月１日以降に交付された監理技術

者証を有する場合は、監理技術者講習終了証の写しを併せて添付す

ること。） 

d.主任技術者にあっては、国家資格又は実務経験が確認できる書類の

写し、雇用関係が確認できるものを添付すること。 

e.配置技術者を特定できない場合で、複数の候補者（３人を限度とす

る。）を記載した場合は、最も資格の低い者をもって評価する。 

７ 

過去８年間の主任

（監理）技術者の同

種工事の施工経験の

有無（注2） 

a.評価対象を、「平成２９年４月１日から公告日までに完成し、引き

渡しが完了した同種工事（注2による）の経験の有無」としている

ので、該当する工事について記載すること。 

b.配置技術者が従事した工事内容が確認できる資料を添付すること。

添付の方法については「同種工事の施工実績」調書によること。ま

た、同種工事の経験として記載した工事の工期に対して、従事期間

が短い場合は、同種工事の経験を有していることが確認できる資料

（従事期間を示す資料、最終工程表）を添付すること。なお、特段

の指示がない場合は、提出された資料により、施工経験として記載

した工事における同種工事の期間（同種工事で規模を定めている場

合は、施工経験として記載した工事での同種工事の全数量を行うた

めの期間とする。）の半分を超える期間従事した経験を有している

と確認できる場合に評価する。 

c.共同企業体で施工した場合の実績については、その代表者及び構成

員の別を問わない。なお、共同企業体の実績は、出資比率２０％以

上のものを対象とする。 

d.配置技術者の候補者を複数名とした場合は、すべての候補者につい

て資料を提出し、すべての候補者が同種工事の施工経験を有する場

合に評価する。 

７ 

公告日前の 1 年間の

継続学習(CPD)の取

組状況 

a.令和７年４月１日から公告日までの間の任意の日から１年前の間

の配置技術者の継続学習（ＣＰＤ）に対する取組状況（各認証団体

推奨単位以上とする。例、(一社)全国土木施工管理技士会連合会の

場合１年間２０ユニット）により評価するので、各認証団体の証す

る書面の写しを提出すること。なお、各認証団体の証明書により各

認証団体の推奨単位以上の取組が確認できる場合に点を付与する。

b.配置技術者の候補者を複数名提出した場合は、すべての候補者につ

いて提出し、すべての候補者が取得していないと評価しない。 

８ 

技能士等の活用（注

3） 

a.評価対象とする技能士等の従事する職種は、「型枠施工」「鉄筋施工」

「コンクリート圧送施工」「造園」「とび」「さく井」「塗装」「路面

標示施工」「コンクリート積みブロック施工」の中から、工事の内

容に応じて指定した工種（種別）（注3による）について活用する

技能士等を記載すること。また、指定した工種（種別）において技

能士以外の資格を指定した場合は、該当するものについて記載する

こと。従事する技能士は、下請け等の職員でも良いが、技能士以外

の資格を指定した場合は下請け等の職員は認めない。なお、評価は

指定した技能士等の職種及び工種（種別）においてすべて活用する

場合に点を付与する。 

b.実際の施工時に変更することは認めるが、技術提案時と同等以上の

資格取得者とする。 

d.従事する技能士等の資格取得を証明するものの写しを提出し、また

施工時の履行確認は、日報等及び現場での立会による。 

９ 



（２）企業の地域精通度・地域貢献度 

項   目 留 意 事 項 様式 

地域精通度（地理的

条件） 

a.光市内に本店、工場を有している場合は、評価する。光市内に工場

を有している場合は、その所在地を証明する資料を提出すること。

地域貢献

度 

災害応急

対策又は

地域活動

実績 

a.令和２年４月１日から公告日の間に、光市所管公共施設に係る災害

応急対策業務の活動実績について評価する。 

b.光市所管公共施設に係る災害応急対策業務の活動実績の内容につ

いて記載すること。内容が確認できる資料（契約書の写し、実績の

わかる書類等）を添付すること。 

C.令和６年４月１日から公告日の間に、光市内における道路清掃、河

川清掃、公共施設への植栽等の企業としてのボランティア活動につ

いて、公的機関等との協定書や、公的機関等からの感謝状等、当該

地域活動の内容を客観的に証明できるものの提出により評価する。

個人としての活動は評価しない。 

10又は11 

    なお、上記表中、「（注1）同種工事の施工実績」、「（注2）同種工事の施工経験」、「（注3）指定する

工種と職種」については、以下の内容により記載すること。 

（注1）同種工事の施工実績 

 同種工事の施工実績については、平成２９年４月１日からこの公告の日までの間に完成した、国又は

地方公共団体その他の公共法人（法人税法（昭和４０年法律第３４号）別表第１に掲げる公共法人をい

う。）が発注した海岸工事（請負代金が５００万円以上であるもの）を単体企業で元請負人として施工し

た実績とする。 

なお、ここでいう海岸工事とは、海岸法（昭和３１年法律第１０１号）第３条第１項の規定により指定

された海岸保全区域内にある堤防、突堤、護岸、胸壁、離岸堤、砂浜、その他海水の侵入又は海水による

浸食を防止するための施設に対する工事とする。 

ただし、ブロック製作又は建物の除却のみを行う工事を除く。 

（注2）同種工事の施工経験 

 配置技術者の同種工事の施工経験については、平成２９年４月１日からこの公告の日までの間に完

成した、国又は地方公共団体その他の公共法人（法人税法（昭和４０年法律第３４号）別表第１に掲げる

公共法人をいう。）が発注した海岸工事（請負代金が５００万円以上であるもの）に監理技術者又は主任

技術者として従事した経験とする。 

なお、ここでいう海岸工事とは、海岸法（昭和３１年法律第１０１号）第３条第１項の規定により指定

された海岸保全区域内にある堤防、突堤、護岸、胸壁、離岸堤、砂浜、その他海水の侵入又は海水による

浸食を防止するための施設に対する工事とする。 

ただし、ブロック製作又は建物の除却のみを行う工事を除く。 

（注3）指定する工種と職種 

 総合評価においては指定なしとし、施工においては仕様書のとおりとする。 

３ 評価基準 

以下の評価基準により評価する。なお、不適切と評価し、欠格となった項目がある場合は、総合評価の対象

とせず、無効とする。 

（１）企業の技術力 

   ア 企業の技術的能力

評価の細目 評 価 基 準 評価点 換算値 

過去８年間の同種工事
の施工実績の有無 

設計金額以上の同種工事の施工実績がある ２ 

同種工事の施工実績がある １ 

施工実績がない ０ 

過去２年間の光市発注
工事における工事成績
評定点の平均点 

８０点以上 ４ 

７５点以上、８０点未満 ３ 

７０点以上、７５点未満 ２ 



× 各項目ごとの換算値 )

６５点以上、７０点未満 １ 

６５点未満、又は実績無し ０ 

公告日前の２年間の建
設事故の有無 

事故なし １ 

事故あり ０ 

ISO9001の認証取得状況 認証取得している １ 

認証取得していない ０ 

ISO14001の認証取得状
況又は環境活動評価プ
ログラムの認証取得状
況 

ISO14001を認証取得している １ 

エコアクション２１を認証取得している ０．５ 

認証取得していない ０ 

評価点の最大計  ９ ４ 

   イ 配置技術者の技術的能力 

評価の細目 評 価 基 準 評価点 換算値 

主任（監理）技術者の保
有する資格 

配置技術者が１級土木施工管理技士、技術士又はこれと
同等以上の資格を有する者 

１ 

その他 ０ 

過去８年間の主任（監
理）技術者の同種工事の
施工経験の有無 

主任（監理）技術者が同種工事の施工経験を有する ２ 

施工経験がない ０ 

公告日前の１年間の継
続学習(CPD)の取組状況 

各団体推奨単位以上を取得しており継続教育の証明があ
る場合 

１ 

取得していない ０ 

技能士等の活用 指定した技能士資格者を使用した施工とする場合、又は技
能士資格を指定していない場合 

１ 

使用しない ０ 

評価点の最大計  ５ ４ 

（２）企業の地域精通度・地域貢献度

評価の細目 評 価 基 準 評価点 換算値 

地理的条件（緊急時の施
工体制） 

光市に本店、工場がある １ 

その他 ０ 

過去５年間の災害時の
応急対策又は過去１年
間の地域活動実績 

活動実績がある １ 

活動実績がない ０ 

評価点の最大計  ２ ２ 

４ 評価値の算定について 

技術提案資料の審査結果をもとに、入札参加者の加算点を算出する。加算点は、次の式により、各評価項目

ごとに、当該評価項目の得点合計を当該評価項目の配点合計で除して得た数に当該評価項目の換算値を乗じて

得た数の総和により求める。なお、加算点の最大は１０点とする。 

算出した加算点に標準点（１００点）を加えた合計を「技術評価点」とする。この技術評価点を当該入札者

の入札書記載価格で除した値（評価値）を算定する。 

   各社の評価値＝技術評価点（標準点＋加算点）÷入札書記載価格 

５ 技術提案資料の提出方法について 

様式第１号（押印したもの）、様式第２-１号（技術提案資料提出一覧表）及び技術提案資料として提出を求

められているものをあわせて１部提出のこと。なお、提出にあたっては、様式第１号を第１ページとした通し

番号及び全ページ数を、全ての提出書類に付すこと。 

  （例 １／○○ ～ △△／○○ 等） 

加算点 ＝ Σ ( 

各評価項目ごとの得点合計 

各評価項目ごとの配点合計 


